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⽇本企業の法的リスクとエクスポージャー

ンドは、2019年の世界銀⾏のグローバルビジネスのしやすさ指数で63位に
ランクされています。法律の複雑さ、およびその実装における確実性と統
⼀性の⽋如は、伝統的に保守的でリスクを嫌う⽇本企業にとって問題で

す。

政府は、経済を⾃由化し、⽇本や他の外国⼈投資家にとって投資に優しい環境を促進
するための改⾰を導⼊するために多くの措置を講じてきました。インドと⽇本の間の
⼼のこもった関係は、それらの間のより緊密な経済連携を促進しました。経済、法
律、政策の改⾰は勇気づけられますが、インドは多くの課題のために困難な地域であ
り続けています。⽇本の企業は、特に警察や政府の下部レベルでの汚職、直接および
間接税、労働法、知的財産権、⽤地取得、契約執⾏に関連する問題に定期的に直⾯し
ています。
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悲惨な問題の1つは、警察法を遵守する、正直な⽇本⼈への嫌がらせです。近年、純粋
な⺠事紛争において、刑事告訴がインドの当事者によっていたずらに提出され、⽇本
⼈駐在員が地元の警察によって召喚され、脅迫され、尋問されるという恥ずべき⾏為
に苦しみました。他の事件では、⽇本企業は明らかにだまされて詐欺に遭いました
が、経済犯罪ウィングのような専⾨機関でも何ヶ⽉も⾏動を起こしませんでした。こ
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のような経験は⽇本の投資家の信頼を揺るがし、法の⽀配が⽋如していると感じさせ
ています。政府が警察を改⾰し、効率性、誠実さ、信頼性をシステムに注⼊すること
が急務です。

⼟地の取得は依然として複雑であり、インドは、2019年に世界銀⾏が不動産所有権の
登録について調査した190ヶ国中154ヶ国⽬にランクされました。実例として、主に⽇本
国際協⼒機構によって資⾦提供されている貨物専⽤鉄道建設事業は、5,000件を超える
⽤地取得裁判所および仲裁訴訟が提起され、⼤きなハードルに直⾯しています。これ
により、⽤地取得費⽤が1億1,500万⽶ドルから2億⽶ドルに増加しました。

インドは、契約の執⾏において諸国の最下位象限にランクされています。2019年の世
界銀⾏の調査によると、インドでの紛争は、シンガポールでの165⽇と⽐較して、平均
で1,445⽇を要して解決されます。その結果としての司法制度への信頼の⽋如は、⽇本
のインドへの投資に悪影響を及ぼしています。

中央および州レベルでの無数の雇⽤法も⽇本企業にとって問題であり、コンプライア
ンスの負担を増⼤させています。労働組合が積極的に⽴場を使い、労働裁判所での訴
訟が⻑引くため、下部レベルの従業員の解雇は厄介な場合があります。しかし、歓迎
すべきステップは、雇⽤法を⾒直し、利害関係者の懸念に対処するために、最近29の
法令を4つの労働法に統合したことです。

インドの税制も複雑で、物品サービス税（GST）を管理する法律を含む多くの直接税
法と間接税法があります。外国企業に影響を与える所得税の規定を簡素化するための
努⼒がなされてきましたが、重要な経済的プレゼンスの概念の導⼊による「事業接
続」の定義の拡⼤は、外国投資家に更に明確性を求めています。2020年の⾦融法によ
ってeコマースの供給またはサービスに従事する⾮居住者のeコマース事業者に課せら
れる平準化税は、この急速に拡⼤している分野に関係しています。GSTの導⼊から3年
以上が経過しましたが、⼿続きが完全に合理化されておらず、規制の解釈に灰⾊の領
域が残っています。⽇本の⼦会社にとっての問題は、⽇本の親会社へのサービスがゼ
ロレートの輸出サービスなのか、GSTの対象となる課税対象の供給なのかということ
です。税⾦の量にたいする確実性の⽋如も、⽇本の投資家がインド事業の財務計画を
⽴てる上での障害となっています。

しかし、これらの課題は⽇本企業を思いとどまらせるものではなく、過去5年間、⽇本
国際協⼒銀⾏はインドを⽇本の製造企業にとって最も魅⼒的な投資先の1つとして評価
してきました。⼤規模な顧客基盤と⽐較的低い製造コストは、⽇本企業に⼤きな期待
を提供しています。政府が⽇本の投資家と積極的に関わり、懸念に対処し続ければ、
インドは中国を追い抜いて⼤規模な⽇本の投資を呼び込むことができるでしょう。
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